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ナノマテリアルの飛散状態と曝露評価 

－カーボンナノチューブとカーボンブラックについて－† 
小 野 真 理 子*1 山 田   丸*2  

カーボンナノチューブ(CNT)とカーボンブラックは，樹脂に電気的特性を与える目的で使用されている．い

ずれも一次粒子が 100 nm 以下のナノマテリアルであり，吸入による有害性が懸念される．そのため，曝露対策

や曝露測定が必要であり，その飛散状態の知見を得ることは重要である．本研究では，模擬的に発生した CNT
やカーボンブラックのエアロゾルを衝突型の多段インパクターで捕集して，飛散粒子の質量粒径分布と走査型電

子顕微鏡観察による形態の情報を得た．CNT とカーボンブラックはともに凝集粒子として飛散することが多いが，

本研究により，CNT の種類によっては単独の短い繊維が微小粒子として飛散すること，造粒したカーボンブラッ

クからは衝突によってナノサイズの粒子が発生することを観測した．凝集粒子を多段インパクターで捕集する際

の留意点を明らかにし，以前提案した CNT やカーボンブラックの定量法の妥当性を確認した．  
キーワード: カーボンナノチューブ，Carbon nanotubes， CNT， SEM，シウタスカスケードインパクター，

カーボンブラック 

 
1 はじめに 

粒子径がミクロンサイズよりも小さい粒子の有害性に

ついては，ディーゼルエンジンからの排出粒子やタバコ

の煙，溶接ヒュームに起因とするものなどが知られてい

る．21 世紀に入ってからは，これらのような副生物とし

ての粒子以外に，新たに市場に導入されたナノマテリア

ルによる作業環境曝露が注目されてきた．ナノマテリア

ルは過去に有害とされた微小粒子と同程度の粒径を持つ

ものが多く，ナノマテリアルの主成分の物質は有害性が

低くても，不溶性で微小粒子であるがゆえに異なる有害

性が発現することが示されてきた 1)．また，カーボンナ

ノチューブ（CNT）のように繊維状のナノマテリアルで

は，石綿と同様の有害性が懸念されている．日本で開発

された CNT である MWNT-7 については，国内外の研究

者により有害性試験が多数実施された．その結果，国際

がん研究機関は MWNT-7 をグループ 2B(ヒトに対する

発がん性の疑いがある)に分類した 2)．日本バイオアッセ

イ研究センターが実施した長期吸入曝露試験結果 3)を受

けて，厚生労働省は 2016 年 3 月に MWNT-7 をがん原性

物質に指定した 4)． 
凝集力の強い微小粒子は実環境において単独で存在す

ることは少なく，凝集体として存在することが多い．そ

のような状態の粒子は，Nano-Objects and their 
Aggregates and Agglomerates (NOAA：ナノ物体とその

凝集体)として国際標準化機構(ISO)の規格で定義されて

いる．ISO ではナノマテリアルや炭素系ナノ物体の用語

の定義に関連する TS が出版されている 5-7)． 
ナノマテリアルについては特別に作業環境測定を行う

根拠となる規制はなく，リスクアセスメントについても

努力義務である．平成 21 年度に「ナノマテリアルに対

するばく露防止等のための予防的対応について」という

通達 8)が発出された．この中には「作業環境中のナノマ

テリアル等の濃度の把握」という項目があり，発生源の

濃度把握や曝露評価を行うことが求められている．ここ

でのナノマテリアル等は NOAA を指していると解釈さ

れる． 
NOAA の適切な曝露評価のためには，曝露指標（粒子

の個数，表面積，体積，質量の濃度など）と有害性との

関係を考慮して，適切な指標について精度良く測定する

必要がある．例えば，有害性との相関性が質量濃度に比

べて表面積濃度の方が良い場合には，表面積濃度を精度

良く測定することが有効であると提案されている 1)．実

際には，質量濃度を測定したうえで凝集体の存在や形状

を明らかにすることが，曝露の状況を把握するために必

要となるため，成分分析や電子顕微鏡観察を同時に行う

ことが必要になる．欧州では NOAA の曝露評価につい

て，EN 170589）が提案されている． 
CNT の様な繊維状のものについては，個数濃度測定の

正確性や，他の炭素系微小粒子，例えばカーボンブラッ

クやディーゼル排出粒子との分別定量などが課題とされ

ている．当研究所では以前より CNT の炭素分析による

定量法を提案 10-12)し，実際の作業環境における測定も実

施して来た 13,14)．その方法ではシウタスカスケードイン

パクター(SCI)を使用して粒径別の捕集を行い，粒径によ

りNOAAとして存在するCNTとそれ以外の炭素系微小

粒子を分離することを提案した 11)．カーボンブラックも

主成分は結晶性の炭素で，一次粒径が 100 nm 以下の

NOAA が存在するが，CNT と同様に炭素分析で曝露測

定することができる．実際の現場で炭素が主成分である

カーボンブラックと CNT が共存することは，その使用
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目的を考えれば十分に想定されるが，それぞれを分離定

量することは，有害性の高い CNT を評価する際に重要

である． 
本研究では模擬的にカーボンブラックと CNT のエア

ロゾルを発生し，捕集した試料について炭素分析から得

た質量粒径分布と，走査型電子顕微鏡(SEM)観察で得た

粒子の状態から，形状の異なる炭素系 NOAA の分離分

析と曝露評価について提案する． 
 

2 実験方法 
1) 模擬エアロゾルの発生 
エアロゾルの発生には，カーボンブラック協会から提

供された造粒あり・なしの 2 種のカーボンブラック（一

次粒径は約 40 nm）を使用した．造粒の有無は使用目的

に応じて決定される．また，CNT として東京化成（株）

の C2159（径 60 nm 以上，長さ 1～2µm）を用いた．エ

アロゾル発生には，日本バイオアッセイ研究センターの

大西らにより開発された n-Shot サイクロン 15)を使用し

た．スターラーを設置した容積 10 L のステンレス容器

に 50 mg のカーボンブラックまたは CNT を入れ，装置

下部のスターラーにより 1200 rpm で空気を撹拌して，

エアロゾルを発生した．発生器への空気の取入口には

HEPA フィルターを取り付けて，微小粒子を除去した．

内径 8 mm のステンレス管を通してエアロゾルを容器か

ら取り出し，SCI（SKC 社製）（図 1）で 5 段階に分級

し，石英繊維フィルター（QAT-2500UP, Pall 製）に捕

集した．フィルターはあらかじめ 550℃で 3 時間空焼き

した．捕集流量は 9 L/min，捕集時間は 2 分とした．  
2) 炭素分析 
捕集した粒子は，Sunset Laboratory 社製のカーボン

エアロゾルモニターにより炭素分析を行った．炭素分析

のプロトコルは IMPROVE 法 16)に準じた(表 1)．エアロ

ゾルモニターオーブンに試料を入れ，ヘリウム気流下で

温度を上昇させることにより脱離する炭素を有機性炭素

(OC)と定義し，その後，雰囲気ガスに酸素を添加して，

更に温度を上昇

させ，酸化され

る炭素を結晶性

の元素状炭素

(EC)と定義す

る．OC，EC と

もに二酸化炭素

に酸化してから

触媒でメタンに

還元した後，水

素炎イオン化検

出器で炭素を定

量した．CNT と

カーボンブラッ

クの主成分は結

晶性の炭素であ

るため，高温で

燃焼する表 1 に示す EC2 と EC3 として検出される． 
CNT の質量と EC2+EC3 には直線関係が認められてい

る 12)ので，CNT 量は(EC2 + EC3)として評価した．同様

にカーボンブラックも(EC2 + EC3)として定量した．な

お，結晶性が高いカーボンブラックや太い CNT は EC3
として検出され，結晶性が低いカーボンブラックや細い

CNT は EC2 として検出される． 
3) エアロゾル粒子の SEM観察 
粒子の形態を SEM で観察した．SEM 観察用の試料は

ポリカーボネート製の平滑なメンブレンフィルター

（Isopore, VCTP2500, 孔径 100 nm; Millipore 製）を使

用して SCI により捕集した．SEM は JSM-9700F (日本

電子製)を使用し，加速電圧は 2 kV とした．観察前には

高真空蒸着装置(EM ACE 600: Leica Microsystems 製)
により，試料に Pt コーティング（膜厚 4 nm）を施した． 

 
3 結果 

1) エアロゾルの粒径分布 
カーボンブラック 2 種（造粒なし・あり）と CNT の

エアロゾルの粒径分布を図 2 に示す．上からカーボンブ

ラックの造粒なし，あり，CNT である．図 2 a)：造粒の

ないカーボンブラックはインパクターの上段で捕集され

る粗大粒子にピークが見られる一山分布であった．図 2 
b)：造粒したカーボンブラックはピークのはっきりしな

い粒径分布を示した．エアロゾルの発生量は，造粒なし

のカーボンブラックが造粒ありの場合の約 500-1,000 倍

であった．造粒には発じんを大きく低下させる効果があ

った．図 2 c)：CNT は A 段以上の粗大粒子と E 段のサ

ブミクロンサイズにピークがある二山分布となった．

CNT はその形態と凝集性に応じて分級されるが，一般的

に二山分布を示す． 
2) エアロゾルの SEM観察 
図 3 には SCI の A 段で捕集された粗大粒子の SEM 観

察像を示す．上からカーボンブラックの造粒なし，あり，

CNT である．図 3 a)：造粒していないカーボンブラック

は，凝集作用により数ミクロン程度の粒子になっている

のが観察された．衝突型のサンプラーで捕集しているた

め，捕集時に凝集粒子の一部が分解されることにより，

計算上の捕集粒径よりも小さい粒子が捕集されていた．

図 3 b)：造粒ありのカーボンブラックの場合には，更に

大きい粒子の塊が捕集されていた．捕集時の分解のため

表 1 炭素分析のプロトコル 
 Temperature (°C) Oven gas 

OC1 120 

He OC2 250 
OC3 450 
OC4 550 
EC1 550 

2% O2/He EC2 700 
EC3 920 図 1 シウタスカスケードインパ

クターの概略図 
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発，b)センサーによる異常発生の検出方法の開発，c)くん

焼・燃え拡がり特性，さらに遷移した爆発特性の測定，  
d)災害事例の分析，爆風や飛しょう物による被害予測・

トラブル対処の方法の提示，などに関する項目を調べる． 
上述 a)～d)の項目をサブテーマ 1～3 とし，以下のよう

に実施した． 
（サブテーマ 1）「粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性」 
試料の大きさ（5~50 mm 程度までの粉～粒体） から

実現象を検証できる最小堆積量を検討し，実験室で燃え

拡がり実験を行う．また，燃え拡がり速度は危険性評価

上重要な指標となる．堆積層の熱伝達は燃え拡がり速度

に密接な関係があるため，実験と理論解析により，熱伝

達率などを求め，燃え拡がり速度を見積もる． 
（サブテーマ 2） 「化学設備等の移行・トラブル対処

作業における異常検出，モニタリング手法に関する研究

開発」 
実際に発生した災害事例を参考として爆発・火災初期

に発生するガス種・濃度などを調査する．併せてガス検

知器を中心として化学設備等で多用されているセンサー

を設置し，災害の進展（異常反応の開始，拡大）に伴う

センサーの挙動を確認する．これらの知見は，労働災害

の予測・防止に有効なセンサーの機種選択・設置位置の

安全ガイド作成に活用する．また 2 m3 程度のタンクを

使った実験を行い，有用性を検証する． 
（サブテーマ 3） 「化学設備等における爆発・火災等

の拡大防止策の提示」 
発熱・発火防止策，発火した場合の対処方法，避難の

ための時間と安全な距離，爆風や飛しょう物による被害

予測・対策などの検討，災害事例調査と本研究で得られ

た知見をもとに総合的に考察し，拡大防止策としてまと

める．リスクアセスメントに資する情報の提供，文献調

査や現地調査を行い，解説記事を執筆し，研究所刊行物

（技術資料）にまとめる．また，災害情報を提示するツー

ルを提供する．さらに，SDS 等で安全に運転するのに十

分なデータを得ることが難しい化学物質について，発熱

性に関するデータを的確に測定する手法を開発する． 
 

――――――――――――――――――――――――― 
3 本研究の成果 

――――――――――――――――――――――――― 

（1）粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性 
1）堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影響 
堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影

響に関して，石こう固化による手法を RDF（ごみ固形化

燃料）に類似した燃焼性状を示す RPF（紙・プラスチッ

ク固化燃料）と，炭化物が生じにくく，くん焼しにくい

燃焼性状を有する PMMA（ポリメタクリル樹脂）ペレッ

トに適用し，下方燃え拡がりにおける燃焼帯の構造を調

べた． 
大豆（約 6 mm）を使った燃え拡がり実験を行った結

果，下方燃え拡がりでは有炎から無炎燃焼になり，くん

焼の様式で燃え拡がるが途中で消えた（図 1）．上方燃

え拡がりでは底部の加熱部付近が昇温するが燃え拡がら

なかった．試料径が小さくなると，流体抵抗（圧力損失）

が大きくなり，新鮮な空気が堆積層内を拡散流入できな

くなるためと考えられる．小径の木材ペレットや木質ペ

レット（直径約 6 mm）の実験結果より，粉粒体の直径

5 mm 程度が堆積層内の燃え拡がり限界であると推測さ

れた． 
PMMA ペレットの燃え拡がりでは，溶融の影響が大き

いことがわかった．堆積層内に均一の溶融膜（液相）を

形成し，新鮮な空気の流れを遮断することで燃え拡がり

の挙動が変化する．これらのことから，堆積物の燃焼性

状によって，仮に発火しても消えやすいものと逆に消え

ずに終え拡がりが長時間進行するものがあることがわ

かった． 

2）堆積層の熱伝達率等の測定 
堆積層（充てん層）における基本的な特性データの収

集を目的に，空隙率に対する有効熱伝導率（みかけの熱

伝導率），比熱，通気性に影響する圧力損失を測定した．

有効熱伝導率の測定は JIS A 1412，ISO 8301 などの規

格に準拠する定常法により行った．ペレット試料の寸法

を相当直径で整理した．測定の結果，有効熱伝導率は試

料寸法とともに増加すること，みかけの比熱の試料寸法

への依存性は小さいことなどがわかった． 
 
（2）化学設備等の移行・トラブル対処作業における異常

検出，モニタリング手法に関する研究開発 
1）貯槽等の化学設備における過去の事故事例の調査と

解析 
Web 調査によって入手した事故調査報告書，および当

研究所が Web 公開している事故調査報告書について，

モニタリング手法（貯槽等の温度等の計測および計測

データの利用）について問題が認められる事例を収集し，

事故の兆候について計測されたデータおよび，その後の

トラブル対処作業について分類した． 
2）模擬検知試験装置での検知装置の調査・検討 

サイロなどの貯蔵物のモデル物質として，燃焼特性が

よく知られている天然素材である木材（ベイツガ）と合

成素材であるプラスチック（PMMA）を選び，くん焼ガ

スの分析を行った．有機材料から発生する有毒ガスの有

 
図1 大豆堆積層の下方燃え拡がり実験の様子 
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目的を考えれば十分に想定されるが，それぞれを分離定

量することは，有害性の高い CNT を評価する際に重要

である． 
本研究では模擬的にカーボンブラックと CNT のエア

ロゾルを発生し，捕集した試料について炭素分析から得

た質量粒径分布と，走査型電子顕微鏡(SEM)観察で得た

粒子の状態から，形状の異なる炭素系 NOAA の分離分

析と曝露評価について提案する． 
 

2 実験方法 
1) 模擬エアロゾルの発生 
エアロゾルの発生には，カーボンブラック協会から提

供された造粒あり・なしの 2 種のカーボンブラック（一

次粒径は約 40 nm）を使用した．造粒の有無は使用目的

に応じて決定される．また，CNT として東京化成（株）

の C2159（径 60 nm 以上，長さ 1～2µm）を用いた．エ

アロゾル発生には，日本バイオアッセイ研究センターの

大西らにより開発された n-Shot サイクロン 15)を使用し

た．スターラーを設置した容積 10 L のステンレス容器

に 50 mg のカーボンブラックまたは CNT を入れ，装置

下部のスターラーにより 1200 rpm で空気を撹拌して，

エアロゾルを発生した．発生器への空気の取入口には

HEPA フィルターを取り付けて，微小粒子を除去した．

内径 8 mm のステンレス管を通してエアロゾルを容器か

ら取り出し，SCI（SKC 社製）（図 1）で 5 段階に分級

し，石英繊維フィルター（QAT-2500UP, Pall 製）に捕

集した．フィルターはあらかじめ 550℃で 3 時間空焼き

した．捕集流量は 9 L/min，捕集時間は 2 分とした．  
2) 炭素分析 
捕集した粒子は，Sunset Laboratory 社製のカーボン

エアロゾルモニターにより炭素分析を行った．炭素分析

のプロトコルは IMPROVE 法 16)に準じた(表 1)．エアロ

ゾルモニターオーブンに試料を入れ，ヘリウム気流下で

温度を上昇させることにより脱離する炭素を有機性炭素

(OC)と定義し，その後，雰囲気ガスに酸素を添加して，

更に温度を上昇

させ，酸化され

る炭素を結晶性

の元素状炭素

(EC)と定義す

る．OC，EC と

もに二酸化炭素

に酸化してから

触媒でメタンに

還元した後，水

素炎イオン化検

出器で炭素を定

量した．CNT と

カーボンブラッ

クの主成分は結

晶性の炭素であ

るため，高温で

燃焼する表 1 に示す EC2 と EC3 として検出される． 
CNT の質量と EC2+EC3 には直線関係が認められてい

る 12)ので，CNT 量は(EC2 + EC3)として評価した．同様

にカーボンブラックも(EC2 + EC3)として定量した．な

お，結晶性が高いカーボンブラックや太い CNT は EC3
として検出され，結晶性が低いカーボンブラックや細い

CNT は EC2 として検出される． 
3) エアロゾル粒子の SEM観察 
粒子の形態を SEM で観察した．SEM 観察用の試料は

ポリカーボネート製の平滑なメンブレンフィルター

（Isopore, VCTP2500, 孔径 100 nm; Millipore 製）を使

用して SCI により捕集した．SEM は JSM-9700F (日本

電子製)を使用し，加速電圧は 2 kV とした．観察前には

高真空蒸着装置(EM ACE 600: Leica Microsystems 製)
により，試料に Pt コーティング（膜厚 4 nm）を施した． 

 
3 結果 

1) エアロゾルの粒径分布 
カーボンブラック 2 種（造粒なし・あり）と CNT の

エアロゾルの粒径分布を図 2 に示す．上からカーボンブ

ラックの造粒なし，あり，CNT である．図 2 a)：造粒の

ないカーボンブラックはインパクターの上段で捕集され

る粗大粒子にピークが見られる一山分布であった．図 2 
b)：造粒したカーボンブラックはピークのはっきりしな

い粒径分布を示した．エアロゾルの発生量は，造粒なし

のカーボンブラックが造粒ありの場合の約 500-1,000 倍

であった．造粒には発じんを大きく低下させる効果があ

った．図 2 c)：CNT は A 段以上の粗大粒子と E 段のサ

ブミクロンサイズにピークがある二山分布となった．

CNT はその形態と凝集性に応じて分級されるが，一般的

に二山分布を示す． 
2) エアロゾルの SEM観察 
図 3 には SCI の A 段で捕集された粗大粒子の SEM 観

察像を示す．上からカーボンブラックの造粒なし，あり，

CNT である．図 3 a)：造粒していないカーボンブラック

は，凝集作用により数ミクロン程度の粒子になっている

のが観察された．衝突型のサンプラーで捕集しているた

め，捕集時に凝集粒子の一部が分解されることにより，

計算上の捕集粒径よりも小さい粒子が捕集されていた．

図 3 b)：造粒ありのカーボンブラックの場合には，更に

大きい粒子の塊が捕集されていた．捕集時の分解のため

表 1 炭素分析のプロトコル 
 Temperature (°C) Oven gas 

OC1 120 

He OC2 250 
OC3 450 
OC4 550 
EC1 550 

2% O2/He EC2 700 
EC3 920 図 1 シウタスカスケードインパ

クターの概略図 
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か微小なサブミクロンの凝集体も認められた．図 3 c)の
SEM 写真は CNT の A 段での捕集状態を示している．径

が 50～100 nm，長さが数 µm に達する曲線状の CNT
と，強く絡まって分離できていない CNT からなる塊が

A 段で観察された．SCI の下流の E 段には繊維状の長い

ものはなく，CNT が切断されたようなものが観察された． 
 

4 考察 
SCI では，一定流速で一定幅のスリットを通過する粒

子が各段のフィルターに衝突することで粒子が捕集され

る．一般に分級装置の特性評価は球形の非凝集粒子を想

定して行われるため，CNT のように径や長さが一様でな

い粒子では，飛散の状態は捕集された粒子の形態観察を

行わなければ分からない． 
カーボンブラックは造粒すると図 2 b)に示すように飛

散量が少なくなるが，粒径分布はピークが明瞭でないも

のとして観察され，微小粒子の割合が増加した．この理

由は，粒径を分けるために衝突型のサンプラーを使用し

たことにより造粒粒子の一部が壊れて，計算値どおりに

捕集できなかったためと考えられる．粒子を吸入した場

合には，空気力学径で 4 µm 以下の粒子が肺深部まで到

達すると計算されており，そのサイズの粒子はレスピラ

ブル粒子と定義されている．生体内で溶解しない粒子で

図 2 カーボンブラックとCNTエアロゾルの粒径分布  a)
カーボンブラック造粒なし，b)カーボンブラック，c) CNT 
(C2159) 
 各図の横軸は空気力学径（密度 1 kg/m3の球形粒子に相当

する径）で示す 

 

図 3 カーボンブラック（造粒なし・あり）と CNT
アロゾルの SCI A 段で捕集された粒子の SEM 観察

像 c)は｢労働安全衛生研究｣ 12(2), pp. 95‒99, 
(2019)の視野が広いものである． 
 

c）CNT(C2159) A 段 
dann  
c( 

b）造粒あり A 段 

a）造粒なし A 段 
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発，b)センサーによる異常発生の検出方法の開発，c)くん

焼・燃え拡がり特性，さらに遷移した爆発特性の測定，  
d)災害事例の分析，爆風や飛しょう物による被害予測・

トラブル対処の方法の提示，などに関する項目を調べる． 
上述 a)～d)の項目をサブテーマ 1～3 とし，以下のよう

に実施した． 
（サブテーマ 1）「粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性」 
試料の大きさ（5~50 mm 程度までの粉～粒体） から

実現象を検証できる最小堆積量を検討し，実験室で燃え

拡がり実験を行う．また，燃え拡がり速度は危険性評価

上重要な指標となる．堆積層の熱伝達は燃え拡がり速度

に密接な関係があるため，実験と理論解析により，熱伝

達率などを求め，燃え拡がり速度を見積もる． 
（サブテーマ 2） 「化学設備等の移行・トラブル対処

作業における異常検出，モニタリング手法に関する研究

開発」 
実際に発生した災害事例を参考として爆発・火災初期

に発生するガス種・濃度などを調査する．併せてガス検

知器を中心として化学設備等で多用されているセンサー

を設置し，災害の進展（異常反応の開始，拡大）に伴う

センサーの挙動を確認する．これらの知見は，労働災害

の予測・防止に有効なセンサーの機種選択・設置位置の

安全ガイド作成に活用する．また 2 m3 程度のタンクを

使った実験を行い，有用性を検証する． 
（サブテーマ 3） 「化学設備等における爆発・火災等

の拡大防止策の提示」 
発熱・発火防止策，発火した場合の対処方法，避難の

ための時間と安全な距離，爆風や飛しょう物による被害

予測・対策などの検討，災害事例調査と本研究で得られ

た知見をもとに総合的に考察し，拡大防止策としてまと

める．リスクアセスメントに資する情報の提供，文献調

査や現地調査を行い，解説記事を執筆し，研究所刊行物

（技術資料）にまとめる．また，災害情報を提示するツー

ルを提供する．さらに，SDS 等で安全に運転するのに十

分なデータを得ることが難しい化学物質について，発熱

性に関するデータを的確に測定する手法を開発する． 
 

――――――――――――――――――――――――― 
3 本研究の成果 

――――――――――――――――――――――――― 

（1）粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性 
1）堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影響 
堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影

響に関して，石こう固化による手法を RDF（ごみ固形化

燃料）に類似した燃焼性状を示す RPF（紙・プラスチッ

ク固化燃料）と，炭化物が生じにくく，くん焼しにくい

燃焼性状を有する PMMA（ポリメタクリル樹脂）ペレッ

トに適用し，下方燃え拡がりにおける燃焼帯の構造を調

べた． 
大豆（約 6 mm）を使った燃え拡がり実験を行った結

果，下方燃え拡がりでは有炎から無炎燃焼になり，くん

焼の様式で燃え拡がるが途中で消えた（図 1）．上方燃

え拡がりでは底部の加熱部付近が昇温するが燃え拡がら

なかった．試料径が小さくなると，流体抵抗（圧力損失）

が大きくなり，新鮮な空気が堆積層内を拡散流入できな

くなるためと考えられる．小径の木材ペレットや木質ペ

レット（直径約 6 mm）の実験結果より，粉粒体の直径

5 mm 程度が堆積層内の燃え拡がり限界であると推測さ

れた． 
PMMA ペレットの燃え拡がりでは，溶融の影響が大き

いことがわかった．堆積層内に均一の溶融膜（液相）を

形成し，新鮮な空気の流れを遮断することで燃え拡がり

の挙動が変化する．これらのことから，堆積物の燃焼性

状によって，仮に発火しても消えやすいものと逆に消え

ずに終え拡がりが長時間進行するものがあることがわ

かった． 

2）堆積層の熱伝達率等の測定 
堆積層（充てん層）における基本的な特性データの収

集を目的に，空隙率に対する有効熱伝導率（みかけの熱

伝導率），比熱，通気性に影響する圧力損失を測定した．

有効熱伝導率の測定は JIS A 1412，ISO 8301 などの規

格に準拠する定常法により行った．ペレット試料の寸法

を相当直径で整理した．測定の結果，有効熱伝導率は試

料寸法とともに増加すること，みかけの比熱の試料寸法

への依存性は小さいことなどがわかった． 
 
（2）化学設備等の移行・トラブル対処作業における異常

検出，モニタリング手法に関する研究開発 
1）貯槽等の化学設備における過去の事故事例の調査と

解析 
Web 調査によって入手した事故調査報告書，および当

研究所が Web 公開している事故調査報告書について，

モニタリング手法（貯槽等の温度等の計測および計測

データの利用）について問題が認められる事例を収集し，

事故の兆候について計測されたデータおよび，その後の

トラブル対処作業について分類した． 
2）模擬検知試験装置での検知装置の調査・検討 

サイロなどの貯蔵物のモデル物質として，燃焼特性が

よく知られている天然素材である木材（ベイツガ）と合

成素材であるプラスチック（PMMA）を選び，くん焼ガ

スの分析を行った．有機材料から発生する有毒ガスの有

 
図1 大豆堆積層の下方燃え拡がり実験の様子 
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はレスピラブル粒子の生体影響が大きいため，曝露評価

において重要な指標になる．曝露測定においては，多段

の分級をせずにレスピラブル粒子を捕集して評価するの

が有効である． 
CNT について見ると，図 2 c)のような粒径分布になる

場合には，CNT の一部が切断されたものが微小粒子とし

て捕集されている可能性がある．一般環境中では，サブ

ミクロンサイズ粒子には EC を含む燃焼生成粒子（ディ

ーゼル排気粒子など）が多いので，曝露測定する際に外

気由来の炭素成分を分離できないと，CNT を高く見積も

る正の誤差となる．外気について作業場の外でバックグ

ラウンド測定を別途実施し，外気由来の炭素量を差し引

いて，正味の CNT を定量することが必要になる． 
また，CNT とカーボンブラックが共存する環境の曝露

測定では，カーボンブラックの造粒の有無や結晶性の程

度についてあらかじめ情報を得て，CNT とカーボンブラ

ックの炭素分析による分離測定が可能かどうか，事前に

検討する必要がある．結晶性が高いカーボンブラックや

太い CNT は EC3 として検出され，結晶性が低いカーボ

ンブラックや細い CNT は EC2 として検出されることか

ら，炭素分析だけでは分離ができない場合がある．粒径

分布や SEM 観察を組み合わせて，曝露の状況を考察し

て，曝露評価を行うことが求められる． 
 

5 まとめ 
カーボンブラックと CNT の模擬エアロゾルを用いて

炭素系 NOAA の飛散状態について，分級捕集，炭素分

析，SEM 観察を用いて確認した．衝突型のサンプラー

を使用した場合には，凝集粒子が破壊される可能性が高

いため，微小粒子を高めに評価することになる．現在の

有害性情報を考慮するとレスピラブル粒子として CNT
やカーボンブラックの曝露を評価するのが妥当である．

ただし，外気のサブミクロン粒子には EC が含有されて

いるので，バックグラウンドの炭素量を測定して，総合

的に目的物質の量を判断する必要がある．CNT とカーボ

ンブラックが共存している場合には炭素分析の結果と粒

径分布，更に SEM 観察を組み合わせることで，CNT の

濃度をより正確に測定することが可能となる． 
化学物質管理のシステムが次年度より大きく変わるが，

炭素系 NOAA はリスクアセスメントの努力義務対象で

ある．ナノマテリアル通達に従って，自主的に作業環境

管理を行うことが望ましい． 
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発，b)センサーによる異常発生の検出方法の開発，c)くん

焼・燃え拡がり特性，さらに遷移した爆発特性の測定，  
d)災害事例の分析，爆風や飛しょう物による被害予測・

トラブル対処の方法の提示，などに関する項目を調べる． 
上述 a)～d)の項目をサブテーマ 1～3 とし，以下のよう

に実施した． 
（サブテーマ 1）「粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性」 
試料の大きさ（5~50 mm 程度までの粉～粒体） から

実現象を検証できる最小堆積量を検討し，実験室で燃え

拡がり実験を行う．また，燃え拡がり速度は危険性評価

上重要な指標となる．堆積層の熱伝達は燃え拡がり速度

に密接な関係があるため，実験と理論解析により，熱伝

達率などを求め，燃え拡がり速度を見積もる． 
（サブテーマ 2） 「化学設備等の移行・トラブル対処

作業における異常検出，モニタリング手法に関する研究

開発」 
実際に発生した災害事例を参考として爆発・火災初期

に発生するガス種・濃度などを調査する．併せてガス検

知器を中心として化学設備等で多用されているセンサー

を設置し，災害の進展（異常反応の開始，拡大）に伴う

センサーの挙動を確認する．これらの知見は，労働災害

の予測・防止に有効なセンサーの機種選択・設置位置の

安全ガイド作成に活用する．また 2 m3 程度のタンクを

使った実験を行い，有用性を検証する． 
（サブテーマ 3） 「化学設備等における爆発・火災等

の拡大防止策の提示」 
発熱・発火防止策，発火した場合の対処方法，避難の

ための時間と安全な距離，爆風や飛しょう物による被害

予測・対策などの検討，災害事例調査と本研究で得られ

た知見をもとに総合的に考察し，拡大防止策としてまと

める．リスクアセスメントに資する情報の提供，文献調

査や現地調査を行い，解説記事を執筆し，研究所刊行物

（技術資料）にまとめる．また，災害情報を提示するツー

ルを提供する．さらに，SDS 等で安全に運転するのに十

分なデータを得ることが難しい化学物質について，発熱

性に関するデータを的確に測定する手法を開発する． 
 

――――――――――――――――――――――――― 
3 本研究の成果 

――――――――――――――――――――――――― 

（1）粉粒体堆積層の火災・爆発の危険性 
1）堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影響 
堆積層の燃え拡がりに及ぼす粉粒体の寸法・形状の影

響に関して，石こう固化による手法を RDF（ごみ固形化

燃料）に類似した燃焼性状を示す RPF（紙・プラスチッ

ク固化燃料）と，炭化物が生じにくく，くん焼しにくい

燃焼性状を有する PMMA（ポリメタクリル樹脂）ペレッ

トに適用し，下方燃え拡がりにおける燃焼帯の構造を調

べた． 
大豆（約 6 mm）を使った燃え拡がり実験を行った結

果，下方燃え拡がりでは有炎から無炎燃焼になり，くん

焼の様式で燃え拡がるが途中で消えた（図 1）．上方燃

え拡がりでは底部の加熱部付近が昇温するが燃え拡がら

なかった．試料径が小さくなると，流体抵抗（圧力損失）

が大きくなり，新鮮な空気が堆積層内を拡散流入できな

くなるためと考えられる．小径の木材ペレットや木質ペ

レット（直径約 6 mm）の実験結果より，粉粒体の直径

5 mm 程度が堆積層内の燃え拡がり限界であると推測さ

れた． 
PMMA ペレットの燃え拡がりでは，溶融の影響が大き

いことがわかった．堆積層内に均一の溶融膜（液相）を

形成し，新鮮な空気の流れを遮断することで燃え拡がり

の挙動が変化する．これらのことから，堆積物の燃焼性

状によって，仮に発火しても消えやすいものと逆に消え

ずに終え拡がりが長時間進行するものがあることがわ

かった． 

2）堆積層の熱伝達率等の測定 
堆積層（充てん層）における基本的な特性データの収

集を目的に，空隙率に対する有効熱伝導率（みかけの熱

伝導率），比熱，通気性に影響する圧力損失を測定した．

有効熱伝導率の測定は JIS A 1412，ISO 8301 などの規

格に準拠する定常法により行った．ペレット試料の寸法

を相当直径で整理した．測定の結果，有効熱伝導率は試

料寸法とともに増加すること，みかけの比熱の試料寸法

への依存性は小さいことなどがわかった． 
 
（2）化学設備等の移行・トラブル対処作業における異常

検出，モニタリング手法に関する研究開発 
1）貯槽等の化学設備における過去の事故事例の調査と

解析 
Web 調査によって入手した事故調査報告書，および当

研究所が Web 公開している事故調査報告書について，

モニタリング手法（貯槽等の温度等の計測および計測

データの利用）について問題が認められる事例を収集し，

事故の兆候について計測されたデータおよび，その後の

トラブル対処作業について分類した． 
2）模擬検知試験装置での検知装置の調査・検討 

サイロなどの貯蔵物のモデル物質として，燃焼特性が

よく知られている天然素材である木材（ベイツガ）と合

成素材であるプラスチック（PMMA）を選び，くん焼ガ

スの分析を行った．有機材料から発生する有毒ガスの有

 
図1 大豆堆積層の下方燃え拡がり実験の様子 
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